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東京都教育庁指導部
主任指導主事（部活動振興担当）

大村 賢治

令和における福生市立学校の在り方検討委員会

公立中学校における
部活動の地域連携・地域移行について

令和５年１０月６日（金）
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本日の内容

本日の内容

１ 部活動の意義について

２ 部活動改革の背景について

３ 東京都の取組について

４ ＱＡについて
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公立中学校における

部活動の地域連携・地域移行について
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部活動の地域連携・地域移行について
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本日の内容

１ 部活動の意義について
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１ 部活動の意義について

中学校学習指導要領（平成29年告示）
第１章 総則 第５ 学校運営上の留意事項

② 教育課程外の学校教育活動と教育課程との関連（第１章第５の１のウ）

「中学校学習指導要領（平成29 年告示）」（文部科学省 平成29年3月）
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例えば、運動部の活動において保健体育科の指導との関連を図り、
競技を「すること」のみならず、「みる、支える、知る」といった
視点からスポーツに関する科学的知見やスポーツとの多様な関わり
方及びスポーツがもつ様々な良さを実感しながら、自己の適性等に
応じて、生涯にわたるスポーツとの豊かな関わり方を学ぶなど、教
育課程外で行われる部活動と教育課程内の活動との関連を図る中で、
その教育効果が発揮されることが重要である。

中学校学習指導要領（平成29年告示）解説 総則編
第５節 学校運営上の留意事項

１ 教育課程の改善と学校評価、教育課程外の活動との連携等
② 教育課程外の学校教育活動と教育課程との関連（第１章第５の１のウ）

「中学校学習指導要領(平成29年告示)解説 総則編」（文部科学省 平成29年７月）

異年齢との交流の中で、生徒同士や教員と生徒等の人間関係の構築
を図ったり、生徒自身が活動を通して自己肯定感を高めたりするな
ど、その教育的意義が高いことも指摘されている。

１ 部活動の意義について



〇 思いやりの心や自主性・社会性の育成

〇 豊かな人間関係の構築や生涯学習の基礎
づくり

〇 生徒の個性・能力の伸長

〇 体力向上や健康増進
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１ 部活動の意義について
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本日の内容

２ 部活動改革の背景について
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２ 部活動改革の背景について

「公立小・中学校教員勤務実態調査研究」報告書（文部科学省 平成31年）

53.6％
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２ 部活動改革の背景について

「公立小・中学校教員勤務実態調査研究」報告書（文部科学省 平成31年）
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２ 部活動改革の背景について

「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言 参考資料集」（運動部活動の地域移行に関する検討会議 令和４年６月）
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２ 部活動改革の背景について

「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言 参考資料集」（運動部活動の地域移行に関する検討会議 令和４年６月）
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２ 部活動改革の背景について

「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言 参考資料集」（運動部活動の地域移行に関する検討会議 令和４年６月）
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２ 部活動改革の背景について

中学校学習指導要領（平成29年告示）
第１章 総則 第５ 学校運営上の留意事項

② 教育課程外の学校教育活動と教育課程との関連（第１章第５の１のウ）

「中学校学習指導要領（平成29 年告示）」（文部科学省 平成29年3月）
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２ 部活動改革の背景について

一定規模の地域単位で運営を支える体制を構築していくことが長期

的には不可欠であることから、設置者等と連携しながら、学校や地

域の実態に応じ、教員の勤務負担軽減の観点も考慮しつつ、部活動

指導員等のスポーツや文化及び科学等にわたる指導者や地域の人々

の協力、体育館や公民館などの社会教育施設や地域のスポーツクラ

ブといった社会教育関係団体等の各種団体との連携などの運営上の

工夫を行うこと

中学校学習指導要領（平成29年告示）解説 総則編
第５節 学校運営上の留意事項

１ 教育課程の改善と学校評価、教育課程外の活動との連携等
② 教育課程外の学校教育活動と教育課程との関連（第１章第５の１のウ）

「中学校学習指導要領(平成29年告示)解説 総則編」（文部科学省 平成29年７月）
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２ 部活動改革の背景について

「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言 参考資料集」（運動部活動の地域移行に関する検討会議 令和４年６月）

「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」
（令和２年９月）事務連絡

休日の部活動における生徒の指導や大会の引率については、学校の
職務として教師が担うのではなく地域の活動として地域人材が担う
こととし、地域部活動を推進するための実践研究を実施する。その
成果を基に、令和５年度以降、休日の部活動の段階的な地域移行を
図るとともに、休日の部活動に従事しないこととする。



「部活動の意義と課題」
〇 部活動は、教科学習と異なる集団での活動を通じた人間形成の機会や、多様な生徒が

活躍できる場である。
〇 これまで部活動は、教師による献身的な勤務の下で成り立ってきたが、休日を含め、

長時間勤務の要因であることや、指導経験のない教師にとって多大な負担であるととも
に、生徒にとっては望ましい指導を受けられない場合が生じる。
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２ 部活動改革の背景について

「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言 参考資料集」（運動部活動の地域移行に関する検討会議 令和４年６月）

持続可能な部活動と教師の負担軽減の両方を実現できる改革が必要

「部活動改革の方向性」
● 休日に教科指導を行わないことと同様に、休日に教師が部活動の指導に携わる必要が

無い環境を構築
● 部活動の指導を希望する教師は、引き続き休日に指導を行うことができる仕組みを

構築
● 生徒の活動機会を確保するため、休日における地域のスポーツ・文化活動を実施でき

る環境を整備

「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」（令和２年９月）事務連絡
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２ 部活動改革の背景について

スポーツ庁 「運動部活動の地域移行に関する検討会議」
〇 令和３年１０月～令和４年５月 計８回

文化庁 「文化部活動の地域移行に関する検討会議」
〇 令和４年 ２月～令和４年８月 計７回

提言

〇 休日の運動部（文化部）活動から段階的に地域移行していくことを基本とする
〇 目標時期：令和５年度の開始から３年後の令和７年度末を目途
〇 平日の運動部活動の地域移行は、できるところから取り組むことが考えられ、地域の

実情に応じた休日の地域移行の進捗状況等を検証し、更なる改革を推進
〇 地域におけるスポーツ機会の確保、生徒の多様なニーズに合った活動機会の充実等に

も着実に取り組む
〇地域のスポーツ団体等と学校との連携・協働の推進
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２ 部活動改革の背景について

令和４年１２月 スポーツ庁、文化庁

「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」
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本日の内容

３ 東京都の取組について
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３ 東京都の取組について

少子化の進行により学校単位の部活動の存続が困難

東京都公立中学校生徒数の推計「中学校全学年」（令和4年度教育人口等推計（速報値）の概要について）



中学校
義務教育
学校後期

都立中学校
(附属中)

中等教育
学校前期

計

設置
部活動数

(部)
7,905 126 96 140 8,267

運動系
(部)

4,960 81 51 79 5,171

（割合） 62.7% 64.3% 53.1% 56.4% 62.5%

文化系
(部)

2,945 45 45 61 3,096

（割合） 37.3% 35.7% 46.9% 43.6% 37.5%

中学校
義務教育
学校後期

都立中学校
(附属中)

中等教育
学校前期

計

在籍者数(人)※１ 228,953 2,832 2,155 2,878 236,818

加入者計(人)※２ 193,500 2,248 2,043 2,948 200,739

運動系(人) ※２ 126,206 1,555 1,146 1,736 130,643

（割合） 65.2% 69.2% 56.1% 58.9% 62.3%

文化系(人) ※２ 67,294 693 897 1,212 70,096

（割合） 34.8% 30.8% 43.9% 41.1% 37.7%

◆ 設置数◆ 生徒加入状況

◆ 令和４年度「部活動実施状況調査」

〇 調査実施時期
・ 令和５年１月から２月

〇 調査対象校 622校
・ 公立中学校（本校・分校）603校
・ 義務教育学校（後期課程）８校
・ 都立中学校（附属中学校）５校
・ 公立中等教育学校（前期課程）６校

※１ 在籍者数は、令和４年５月１日現在の学校基本調査によるものとする。
※２ 加入者数は,2部活以上入部している生徒の延べ人数としている。

３ 東京都の取組について 中学校等における部活動の実態

【令和４年度】
都内公立中学校等※で
75部が休部・廃部
令和４年度「部活動実施状況調査」

（東京都教育委員会）



◆ 指導者の配置状況

※１ 部活動指導員は,学校教育法施行規則第78条の２に基づき,「中学校におけるスポーツ、文化、科学等
に関する教育活動に係る技術的な指導に従事する」学校の職員。

学校の教育計画に基づき、校長の監督を受け、部活動の実技指導、大会・練習試合等の引率等を行う。

※２ 外部指導者は、※１以外で区市町村が配置している指導者。

（人） （人）

（約9,700人）

（約5,500人）

※１（学校の職員） ※２（主に有償ボランティア）

３ 東京都の取組について 中学校等における部活動の実態

令和４年度「部活動実施状況調査」（東京都教育委員会）

令和４年度「部活動実施状況調査」（東京都教育委員会）
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３ 東京都の取組について

部活動検討委員会

子供たちのスポーツに親しむ機会を確保するため、学校と地域
が協働・融合した形でのスポーツや芸術文化等の活動のための
環境整備等を検討することを目的に設置



１ 策定の目的

３ 現状と課題

「学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画」

令和５年度から7年度までの改革推進期間における取組の展望を明らかにし、都内公立中学校等の部活動の地域連携・移行を推進

２ 推進目標

❖ 都内公立中学校で、専門的な技術指導ができる顧問は、運動部・文化部ともに約５５％

❖ 教員の部活動指導や大会引率を負担に感じている教員は少なくない

❖ 令和４年度に、地域連携・移行に向けて協議会を設置しているのは２７地区

令和７年度末までに、都内全ての公立中学校等で、地域や学校の実態に応じ、地域連携・移行に向けた取組を実施

ア 部活動検討委員会の開催

‣持続可能なスポーツや文化芸術環境の構築について検討

‣検討内容等について、ホームページ等で広く情報発信

（１）区市町村における地域連携・地域移行に向けた都の取組

イ 関係者間の連絡体制の構築

‣関係者と定期的に連絡調整する場を設け、連携を強化

‣地域連携・移行に関する取組状況を各種会議で情報提供

ウ 関係者への情報発信

‣リーフレットにより、地域連携・移行のスケジュール等を周知

‣好事例等をニュースレターで定期的に発信

エ 休日等の指導者の確保

‣TEPROサポーターバンクへの登録を促し、指導者の配置を支援

‣ 専門性を有する学生の指導者の確保に向けて、大学に働きかけ

オ 休日等の指導者の質の向上

‣外部指導者等に対し、 のガイドラインの活用を推奨

‣都立学校部活動指導員の研修資料を区市町村等に提供

カ 教員等の兼職兼業

‣教員の部活動指導に関する意識調査を実施し、課題を把握

‣円滑に兼職兼業の許可を得られるよう、規程や運用の改善

５ 都の取組

Ｐ３～

※ 地域連携・地域移行の実現に向けた取組やスケジュール等を示す計画

４ 取組の方向 ❖ スポーツ・文化芸術団体等と連携し、学校と地域が協働・融合した形で、関係者間の連絡体制の構築や指導者を確保

❖ 東京都は、休日の学校部活動の段階的な地域連携・移行を進め、区市町村の進捗に対して適切に助言

❖ 都立中学校等における一部の部活動において、先行的に地域連携・移行を推進、その成果を区市町村に発信

Ｐ２～

Ｐ１～

Ｐ１～

Ｐ１～

１

３ 東京都の取組について 「学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画」について



ア 都立中学校等における地域連携・地域移行促進事業

‣実施校一部の部活動の地域連携・移行に関する実証事業を実施

‣ＴＥＰＲＯを活用した地域連携・移行等の成果を区市町村に発信

イ 都立高校における部活動改革パイロット校

‣実施校の一部の部活動における休日等の運営を民間事業者に委託

‣働き方改革の一つのモデルとしてその成果を都立高校に発信

（２）都立学校における地域連携・地域移行に向けた都の取組

ア 部活動指導員及び外部指導者の配置

‣単独指導や大会引率等を担う部活動指導員(非常勤職員)の配置

‣専門的な技術指導等を行う外部指導者(有償ボランティア)の配置

（３）区市町村における部活動の地域連携・地域移行に向けた都による経費の補助

地域連携・移行に向けた協議会等の設置

イ コーディネーター等の配置

‣区市町村で団体等と連絡調整を行う総括コーディネーターの配置

‣中学校で運営団体と連絡調整を行うコーディネーターの配置

ウ 地域連携・地域移行の推進に向けた協議会等の開催

‣区市町村の方針策定や体制構築等に係る協議会開催等を支援

エ 休日等の地域クラブ活動における指導者の配置

‣実技指導等を行う指導者の配置に係る謝金

‣教育的意義や体罰防止等に関する研修会開催

オ 困窮世帯への支援に係る体制構築

‣困窮する世帯への支援に係るシステム設置・改修等の体制構築

計画に基づく地域連携・移行の推進方針及びスケジュール等を示した計画等の策定

Ｐ７～

Ｐ10～

カ その他

‣地域連携・移行に係る体制構築のための初期費用を支援

例）ヘルプデスク設置の委託、課題把握のための調査費用

６ 区市町村の取組

７ 地域連携・地域移行に係る成果指標

Ｐ12～

❖ 運動・文化芸術活動が有意義だと感じている生徒の増加

❖ 教員が指導に携わらない休日の部活動の増加

❖ 教員の部活動への従事時間の縮減

Ｐ14～

８ 本推進計画の見直し

本推進計画の適合性の点検を行い、各施策の取組状況等を踏まえつつ、適宜、内容の見直し・改訂

Ｐ15～

都は、区市町村が地域連携・地域移行を推進できるよう、以下の経費を補助するとともに、国に対して令和6年度以降の支援について働きかけていく

３ 東京都の取組について 「学校部活動及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン」 及び
「学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画」について
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３ 東京都の取組について 未来へ つなぐ 部活動改革 リーフレット

https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/school/content/physical_training_and_club_activity/club_activity.html
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未来へ つなぐ 部活動改革 リーフレット

・ 令和７年度末までに、都内全ての公立中学校等で、地域や学校の
実態に応じて、地域連携・地域移行に向けた取組を実施し、生徒が
自主的・自発的にスポーツ・文化芸術活動に継続して親しめる環境
を整備

・ 学校の部活動において、専門的な技術指導に加え、大会引率等
ができる指導者を配置するなど、地域と連携して指導体制を整備

３ 東京都の取組について
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・顧問の先生の異動等にかかわらず、
継続的に専門的な指導が受けられる

・通学する学校の部活動には無かった
様々なスポーツ・文化芸術活動を体験できる

３ 東京都の取組について



31

３ 東京都の取組について 未来へ つなぐ 部活動改革 リーフレット

〇〇地区や週〇回、曜日、
時間など希望条件等を入力



生徒の豊かなスポーツ･文化芸術活動と教員の働き方改革を実現するため、休日の部活動について、
外部事業者と学校が連携して行う地域クラブ活動を試行実施し、部活動の地域連携･地域移行の在り方を
検証する。

＜主な検証事項＞

(1) 地域団体と学校との連携 (2) 外部委託による教員の負担軽減 (3) 地域クラブ活動における指導者の質の確保

(4) 活動場所の確保・施設の管理 (5) 教員等の兼業・兼職

１ 目的

２ 実施方法
都立中学校等の部活動における地域連携促進事業

公益財団法人東京学校支援機構（TEPRO)への委託により、
都立中学校等１０校の１０部活動について実施

都立高等学校における部活動改革パイロット校
民間事業者への委託により、都立高等学校６校の

１２部活動について実施

都教育委員会

民間事業者

委託

派遣

指導者

学校 学校 学校 学校 学校 学校

都教育委員会

ＴＥＰＲＯ（総括コーディネーター）

委託

人材バンク
への登録者

連携事業者 地域ＮＰＯ

派遣

学校 学校 学校 学校 学校 学校 学校 学校 学校学校

３ 派遣している指導者

・民間事業者や地域スポーツ団体等からの派遣者 ・個人指導者 ・教員や部活動指導員（兼業・兼職）

・次ページのとおり

４ 実施校・実施部活動

・成果と課題を部活動検討委員会で協議

５ 今後の予定

３ 東京都の取組について 都立学校における部活動の地域連携・
地域移行の試行実施について



都立中学校等の部活動における地域連携促進事業 都立高等学校における部活動改革パイロット校

実施校 実施部活動

都立白鷗高等学校附属中学校 硬式テニス部

都立両国高等学校附属中学校 硬式テニス部

都立武蔵高等学校附属中学校 サッカー部

都立富士高等学校附属中学校 硬式テニス部

都立大泉高等学校附属中学校 卓球部

都立桜修館中等教育学校 剣道部

都立小石川中等教育学校 化学研究会

都立立川国際中等教育学校 ラクロス部

都立南多摩中等教育学校 卓球部

都立三鷹中等教育学校 硬式テニス部

実施校 実施部活動

都立足立高等学校 バドミントン部

都立日本橋高等学校 バドミントン部

都立調布北高等学校

サッカー部

男子バレーボール部

バドミントン部

都立板橋高等学校

男子バレーボール部

卓球部

都立永山高等学校

女子ソフトボール部

ハンドボール部

都立国分寺高等学校

硬式テニス部

バドミントン部

水泳部

３ 東京都の取組について 都立学校における部活動の地域連携・
地域移行の試行実施について



３ 東京都の取組について 都立学校における部活動の地域連携・
地域移行の試行実施について

指導者のスキルについて

［指導者資格］必須

① 公益財団法人日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格

② 各中央競技団体が定める指導者資格

③ 各会派・流派等の団体が定める指導者資格

④ 上記①から③以外の資格又はそれに類する知識・知見を有する者

［指導経験］必須

⑤ 地域スポーツクラブや民間スポーツクラブにおける３年以上の指導経験

⑥ 文化芸術に関するクラブや教室における３年以上の指導経験

⑦ 中学校又は高等学校における３年以上の指導経験

［教員免許状］望ましい

⑧ 中学校又は高等学校の教員免許状



(１) 実施状況

① 実施期間 令和５年５月29日（木）から７月14日（金）まで
② 実施方法 対面訪問又はオンライン
③ 実施状況 62地区全地区終了

(２) 主な内容

① 今年度の主な取組予定
② 地区の特徴・強みや他地区に紹介したい取組
③ 懸案事項

今年度の主な取組予定
地区の特徴・強みや

他地区に紹介したい取組
懸案事項

区
部

・学校間の調整役として統括コーディネー

ターを配置し、区内の一部の部活動を拠

点校方式で実施

・区教委が運営主体となり、地域の団体や

大学と連携し、一部の運動部と文化部に

ついて実証事業を実施

・Ｒ７年度までの推進計画を策定するとと

もに、モデル校を指定

・指導課ではなく、放課後の居場所づくり

の所管課が担当

・スポーツチームを有する企業が複数ある

ため、人材確保が容易

・体育大学や音楽大学があるため、人材確

保が容易

・部活動と総合型地域スポーツクラブが連

携して指導者を派遣

・指導者やコーディネーターなどの確保

・学校施設以外の活動場所の確保

・受益者負担の方向性

市
町
村
部

・コミュニティスクールの組織体制を活用

し、地域学校協働本部が実施主体となっ

て地域クラブを試行的に開始

・地域のスポーツ団体と連携し、参加費と

保険料を受益者負担により地域クラブを

発足

・「子供たちのため」、「教員の働き方改

革」に加え、「地域おこし」の視点から

も検討を進行中

・市の体育協会は少子化の影響を理解し、

競技人口の増加・裾野拡大のためにも協

力的

・地域のスポーツ団体と連携し、学校の部

活動にはない活動（クリケット）を合同

部活動として設置

・地域学校協働本部が人材バンク事業を運

営

・部活動の意義や学校のルールを理解しつ

つ専門的な技術指導を行える人材の確保

・市内に大学等がなく、人材の確保や研修

の実施が困難

・受け皿となる地域のスポーツ団体や文化

団体の確保や指導者の確保

島
し
ょ
部

・島しょ教育長協議会における検討を予定

・地域の有志が開催している地域クラブに

中学生が参加するなど、日常的に地域と

連携しながら活動を実施中

・地域住民が学校運営に協力的であり、地

域と連携したスポーツ・文化芸術活動の

機会の創出に向けて検討中

・島外の事業者への委託や指導者の確保

・予算の確保

・受益者の負担割合の検討

３ 東京都の取組について 「学校部活動及び地域クラブ活動に関する情報交換」について



杉並区

運営主体：株式会社Sports&Works
一般社団法人 杉並文化スポーツサポーターズクラブ

活動場所：杉並区立小中一貫教育校高円寺学園
杉並区立富士見丘中学校

指 導 者 ：事業者に所属する専門コーチ、外部コーチ
移動手段：該当校生徒の参加

責任主体：杉並区教育委員会
活動種目：軟式野球、バスケットボール、サッカー、

ソフトテニス、バドミントン等
会 費 等 ：なし
保 険 ：災害共済給付制度

日野市

運営主体：スポーツデータバンク（株）
※連携：コニカミノルタ（株）

活動場所：日野市立三沢中学校 校庭
指 導 者 ：コニカミノルタ（株）社員 （陸上競技部コーチ・選手）
移動手段：徒歩・公共交通機関

責任主体：スポーツデータバンク（株）
日野市教育委員会

活動種目：陸上競技
会 費 等 ：なし
保 険 ：スポーツ安全保険

実践研究校：広尾中学校、代々木中学校
原宿外苑中学校、
渋谷本町学園中学校

活動場所 ：渋谷本町学園中学校、広尾中学校、代々木中学校
指 導 者 ：ユナイテッド委託事業者による専門指導員
移動手段 ：徒歩

活動種目：サッカー
会 費 等 ：20,000円/年

渋谷区

令和４年度の取組（地域運動部活動推進事業 成果報告書） スポーツ庁ホームページに掲載
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop01/list/jsa_pref_00013.html

３ 東京都の取組について 令和４年度地域運動部活動推進事業
成果報告書（概要）
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本日の内容

４ ＱＡについて
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４ ＱＡについて

「よくある質問」

〇 平日も休日も地域連携・地域移行していくのでしょうか。

〇 地域クラブに移行した際、学校での部活動の意義はどうなるの
でしょうか。

〇 地域クラブの活動中に、事故があった場合、どこが責任を取る
のでしょうか。

〇 地域クラブとして、今までどおり中体連の大会に参加すること
はできるのでしょうか。

〇 地域クラブに移行した際、保護者の経済的負担はどうなるので
しょうか。
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東京都教育庁指導部
主任指導主事（部活動振興担当）

大村 賢治

令和における福生市立学校の在り方検討委員会

公立中学校における
部活動の地域連携・地域移行について

令和５年１０月６日（金）


